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回次
第91期

中間連結会計期間
第92期

中間連結会計期間
第91期

会計期間
自 2024年２月１日
至 2024年７月31日

自 2025年２月１日
至 2025年７月31日

自 2024年２月１日
至 2025年１月31日

売上高 （百万円） 103,969 108,334 214,890

経常利益 （百万円） 9,431 5,978 16,943

親会社株主に帰属する中間

（当期）純利益
（百万円） 7,075 4,189 12,219

中間包括利益又は包括利益 （百万円） 11,261 1,197 16,138

純資産額 （百万円） 106,475 109,327 110,327

総資産額 （百万円） 214,780 234,394 223,698

１株当たり中間（当期）純

利益
（円） 38.72 22.93 66.86

潜在株式調整後１株当たり

中間（当期）純利益
（円） － － －

自己資本比率 （％） 49.4 46.5 49.2

営業活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） 13,207 15,361 24,368

投資活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △14,708 △14,634 △26,512

財務活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） 6,804 8,277 11,073

現金及び現金同等物の

中間期末（期末）残高
（百万円） 46,372 56,161 49,604

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

（注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してお

りません。

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３．当社は、株式給付信託（BBT）を導入しており、１株当たり中間（当期）純利益の基礎となる期中平均株式数

はその計算において控除する自己株式に当該信託が保有する当社株式を含めております。

４．2024年８月１日付けで普通株式１株につき５株の割合で株式分割を行っています。第91期の期首に当該株式分

割が行われたと仮定し、１株当たり中間（当期）純利益を算定しています。

２【事業の内容】

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。

なお、ミツイ・ハイテック（ホンコン）リミテッドは、2025年７月31日現在で清算手続き中になります。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当中間連結会計期間において新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて、重要な変更はありません。

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間末（2025年７月31日）現在において、当社グループが判断したも

のであります。

(1）業績の状況
　当中間連結会計期間における当社グループを取り巻く経済環境は、全体としては緩やかな回復基調にあるもの
の、米国経済政策の動向や中国経済の減速、不安定な国際情勢等により先行き不透明な状況が続いています。
　当社グループの主たる供給先の状況として、自動車業界においては、電動車関連の需要は堅調に推移しました。
半導体業界においては、生成ＡＩ向け等の半導体の最終需要は堅調であるものの、レガシー半導体の最終需要は未
だ回復が遅れています。
　このような事業環境のもと、当社グループは超精密加工技術を核として、省資源・省エネルギーに貢献する製
品・部品の受注拡大を図るとともに、顧客ニーズに応えるため、グローバル供給体制の強化を推し進めました。加
えて、全グループを挙げて生産性向上、原価低減等に取り組みました。
　その結果、当中間連結会計期間の売上高は1,083億３千４百万円（前年同期比4.2％増）となりましたが、営業利
益は63億４千７百万円（前年同期比19.2％減）となりました。経常利益は、主に外貨建て金融資産の為替差損の影
響により、59億７千８百万円（前年同期比36.6％減）、親会社株主に帰属する中間純利益は41億８千９百万円（前
年同期比40.8％減）となりました。
　自動車業界及び半導体業界における需要の見通しが依然として不透明な状況が続いておりますが、引き続き全グ
ループを挙げて、収益拡大に取り組んで参ります。
　なお、当社グループの有形固定資産の減価償却方法は、主として定率法を採用しておりましたが、当中間連結会
計期間の期首より定額法に変更しております。前年同期比較は、当該変更前の前中間連結会計期間の数値を用いて
おります。当該変更による業績に与える影響の詳細については、「第４ 経理の状況　１ 中間連結財務諸表　注記
事項　（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更）及び（セグメント情報等）　２.報告セ
グメントの変更等に関する事項」に記載しております。

　セグメントの業績は、次のとおりであります。

（金型・工作機械）
　金型・工作機械事業については、金型の受注増加に伴い、売上高は51億８千６百万円（前年同期比1.0％
増）、営業利益は５千１百万円（前年同期比59.4％減）となりました。

（電子部品）
　電子部品事業については、車載・情報端末向け製品の需要は減少しましたが、民生向け製品の一時的な需要増
加及び高騰した主要原材料の価格転嫁により、売上高は287億５千３百万円（前年同期比2.3％増）となりまし
た。営業利益は、車載・情報端末向け製品の受注減の影響が大きく、15億７千８百万円（前年同期比34.0％減）
となりました。

（電機部品）
　電機部品事業については、電動車向け駆動・発電用モーターコアの堅調な需要に対応したことにより、売上高
は774億６百万円（前年同期比4.9％増）となりました。営業利益は先行投資に伴う各種費用の増加により、53億
２千５百万円（前年同期比0.1％減）となりました。

　なお、上記セグメント売上高は、セグメント間の内部売上高又は振替高30億１千２百万円を含めて表示しており
ます。

(2）財政状態の分析

当中間連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末に比べ106億９千５百万円増加し、2,343億９千４百万円と

なりました。これは主に、現金及び預金、有形固定資産が増加したことによるものであります。

負債合計は116億９千５百万円増加し、1,250億６千６百万円となりました。これは主に、長期借入を実施したこ

とによるものであります。

純資産合計は９億９千９百万円減少し、1,093億２千７百万円となりました。これは主に、為替換算調整勘定の

減少によるものであります。
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(3）キャッシュ・フローの状況

当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、561億６千１百万円となり、

前連結会計年度末に比べ97億８千９百万円増加しました。

当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果、増加した資金は153億６千１百万円（前年同期比21億５千４百万円増）となりました。

これは、主に法人税等の支払額17億８千７百万円により資金が減少した一方、税金等調整前中間純利益63億１

千７百万円、非資金項目の減価償却費67億３千８万円により資金が増加したことによるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果、使用した資金は146億３千４百万円（前年同期比７千４百万円減）となりました。

これは、主に電機部品事業における、新規製品及び生産能力増強のための設備投資など有形固定資産の取得

140億４千７百万円によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果、増加した資金は82億７千７百万円（前年同期比14億７千３百万円増）となりました。

これは、主に借入金の返済65億１百万円及び配当金の支払い21億９千６百万円により資金が減少した一方、新

たな借入金170億円を実施したことにより資金が増加したものであります。

(4）経営方針・経営戦略等

　当中間連結会計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はありませ

ん。

(5）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当中間連結会計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更はなく、また、新たに生じた課

題はありません。

(6）研究開発活動

　当中間連結会計期間における当社グループの研究開発費は、263百万円であります。

　なお、当中間連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

(7）主要な設備

　当中間連結会計期間において、設備の新設、除却等の計画について重要な変更はありません。

(8）生産、受注及び販売の実績

　当中間連結会計期間において、生産、受注及び販売の実績に著しい増減はありません。

３【経営上の重要な契約等】

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 472,978,500

計 472,978,500

第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類
中間会計期間末
現在発行数（株）
(2025年７月31日)

提出日現在発行数（株）

(2025年９月９日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 197,334,325 197,334,325

東京証券取引所

（プライム市場）

福岡証券取引所

単元株式数は100株

であります。

計 197,334,325 197,334,325 － －

②【発行済株式】

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

年月日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式
総数残高
（千株）

資本金増減額

（百万円）

資本金残高

（百万円）

資本準備金
増減額

（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

2025年２月１日～

2025年７月31日
－ 197,334 － 16,403 － 14,366

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】
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2025年７月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式（自
己株式を除
く。）の総数に
対する所有株式
数の割合(％)

株式会社三井クリエイト 北九州市八幡西区千代一丁目２－１ 59,788 32.66

日本マスタートラスト信託銀行株式会

社（信託口）
東京都港区赤坂一丁目８番１号 13,599 7.43

株式会社福岡銀行 福岡市中央区天神二丁目13－１ 7,763 4.24

公益財団法人三井金型振興財団 北九州市八幡西区千代一丁目２－１ 7,260 3.96

株式会社日本カストディ銀行（信託

口）
東京都中央区晴海一丁目８－12 6,791 3.71

三井　康誠 北九州市八幡東区 5,820 3.17

三井　宏蔵 北九州市小倉北区 4,782 2.61

トヨタ自動車株式会社 豊田市トヨタ町１番地 4,677 2.55

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内一丁目６番６号 3,190 1.74

株式会社山田ドビー 一宮市玉野字下新田35 2,080 1.13

計 － 115,754 63.24

氏名又は名称 住所
保有株券等の数

（株）
株券等保有割合

（％）

野村證券㈱ 東京都中央区日本橋一丁目13番１号 248,555 0.13

野村アセットマネジメント㈱ 東京都江東区豊洲二丁目２番１号 9,769,700 4.95

計 － 10,018,255 5.08

氏名又は名称 住所
保有株券等の数

（株）
株券等保有割合

（％）

フィデリティ投信㈱ 東京都港区六本木七丁目７番７号 8,278,800 4.20

計 － 8,278,800 4.20

（５）【大株主の状況】

（注）１．2025年７月３日付で公衆の縦覧に供されている変更報告書において、野村證券株式会社及びその共同保有者で

ある野村アセットマネジメント株式会社が2025年６月30日現在でそれぞれ以下の株式を所有している旨が記載

されているものの、当社として2025年７月31日現在における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大

株主の状況には含めておりません。

なお、大量保有報告書の内容は次のとおりであります。

２．2024年８月22日付で公衆の縦覧に供されている変更報告書において、フィデリティ投信株式会社が2024年８月

15日現在で以下の株式を所有している旨が記載されているものの、当社として2025年７月31日現在における実

質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。

なお、大量保有報告書の内容は次のとおりであります。
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2025年７月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 14,307,100 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 182,876,500 1,828,765 －

単元未満株式 普通株式 150,725 －
一単元（100株）未満の

株式

発行済株式総数 197,334,325 － －

総株主の議決権 － 1,828,765 －

（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

　（注）１．「完全議決権株式（その他）」の欄には、㈱証券保管振替機構名義の株式が2,800株及び議決権が28個含ま

れております。

２．「完全議決権株式（その他）」には、株式給付信託（BBT）の信託財産として信託が保有する当社株式277，

500株（議決権2,775個）が含まれております。

３．当中間会計期間末日現在における当社所有の株式数は14,307,165株であります。

2025年７月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義

所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数

（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合

（％）

㈱三井ハイテック
北九州市八幡西区

小嶺二丁目10番１号
14,307,100 － 14,307,100 7.25

計 － 14,307,100 － 14,307,100 7.25

②【自己株式等】

（注）株式給付信託（BBT）の信託財産として信託が保有する当社株式277,500株は、上表には含まれておりません。

２【役員の状況】

　　　前事業年度の有価証券報告書提出日後、当中間会計期間における役員の異動はありません。
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第４【経理の状況】

１．中間連結財務諸表の作成方法について

　当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28

号。以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、連結財務諸表規則第

１編及び第３編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間（2025年２月１日から2025年７月

31日まで）に係る中間連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる期中レビューを受けております。
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(2025年１月31日)

当中間連結会計期間
(2025年７月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 44,384 49,426

受取手形、売掛金及び契約資産 32,354 29,307

電子記録債権 3,958 3,947

有価証券 5,500 7,000

商品及び製品 8,958 9,028

仕掛品 3,747 3,365

原材料及び貯蔵品 4,206 4,571

その他 5,125 5,123

貸倒引当金 △14 △15

流動資産合計 108,220 111,756

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 56,041 63,295

減価償却累計額 △28,896 △30,079

建物及び構築物（純額） 27,144 33,216

機械装置及び運搬具 125,256 130,833

減価償却累計額 △74,119 △76,746

機械装置及び運搬具（純額） 51,137 54,087

工具、器具及び備品 28,820 29,569

減価償却累計額 △23,591 △24,477

工具、器具及び備品（純額） 5,229 5,092

土地 8,452 8,447

使用権資産 2,099 2,004

減価償却累計額 △1,431 △1,401

使用権資産（純額） 667 603

建設仮勘定 17,651 15,791

有形固定資産合計 110,282 117,237

無形固定資産 1,643 1,994

投資その他の資産

投資有価証券 1,548 1,528

退職給付に係る資産 1,028 1,058

繰延税金資産 754 581

その他 219 237

投資その他の資産合計 3,551 3,405

固定資産合計 115,477 122,637

資産合計 223,698 234,394

１【中間連結財務諸表】

（１）【中間連結貸借対照表】
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(2025年１月31日)

当中間連結会計期間
(2025年７月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 23,378 22,986

１年内返済予定の長期借入金 10,295 17,066

未払法人税等 1,636 1,753

役員賞与引当金 － 23

リース債務 51 46

その他 8,965 10,821

流動負債合計 44,327 52,696

固定負債

長期借入金 65,925 69,652

退職給付に係る負債 147 146

役員株式給付引当金 － 34

リース債務 102 85

繰延税金負債 2,178 2,092

長期前受金 271 247

長期未払金 368 102

その他 50 7

固定負債合計 69,043 72,369

負債合計 113,371 125,066

純資産の部

株主資本

資本金 16,403 16,403

資本剰余金 15,251 15,251

利益剰余金 70,068 72,061

自己株式 △3,657 △3,657

株主資本合計 98,066 100,059

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 614 593

繰延ヘッジ損益 △0 －

為替換算調整勘定 11,346 8,357

退職給付に係る調整累計額 △42 △21

その他の包括利益累計額合計 11,918 8,929

非支配株主持分 342 338

純資産合計 110,327 109,327

負債純資産合計 223,698 234,394
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（単位：百万円）

前中間連結会計期間
(自　2024年２月１日
　至　2024年７月31日)

当中間連結会計期間
(自　2025年２月１日
　至　2025年７月31日)

売上高 103,969 108,334

売上原価 88,233 92,593

売上総利益 15,735 15,740

販売費及び一般管理費 ※１ 7,884 ※１ 9,393

営業利益 7,850 6,347

営業外収益

受取利息 461 325

為替差益 1,198 －

その他 187 167

営業外収益合計 1,847 493

営業外費用

支払利息 135 215

為替差損 － 226

デリバティブ評価損 － 154

固定資産除売却損 70 181

その他 60 83

営業外費用合計 266 861

経常利益 9,431 5,978

特別利益

補助金収入 263 74

為替換算調整勘定取崩益 － ※２ 297

特別利益合計 263 371

特別損失

固定資産圧縮損 87 32

特別損失合計 87 32

税金等調整前中間純利益 9,607 6,317

法人税等 2,517 2,130

中間純利益 7,090 4,186

非支配株主に帰属する中間純利益又は非支配株主に

帰属する中間純損失（△）
14 △2

親会社株主に帰属する中間純利益 7,075 4,189

（２）【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】
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（単位：百万円）

前中間連結会計期間
(自　2024年２月１日
　至　2024年７月31日)

当中間連結会計期間
(自　2025年２月１日
　至　2025年７月31日)

中間純利益 7,090 4,186

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 74 △21

繰延ヘッジ損益 25 0

為替換算調整勘定 4,045 △2,989

退職給付に係る調整額 25 21

その他の包括利益合計 4,171 △2,988

中間包括利益 11,261 1,197

（内訳）

親会社株主に係る中間包括利益 11,246 1,200

非支配株主に係る中間包括利益 14 △2

【中間連結包括利益計算書】
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（単位：百万円）

前中間連結会計期間
(自　2024年２月１日
　至　2024年７月31日)

当中間連結会計期間
(自　2025年２月１日
　至　2025年７月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前中間純利益 9,607 6,317

減価償却費 6,960 6,738

役員賞与引当金の増減額（△は減少） 23 23

退職給付に係る資産又は負債の増減額 △63 1

役員株式給付引当金の増減額（△は減少） △40 34

受取利息及び受取配当金 △491 △362

支払利息 135 215

為替差損益（△は益） △1,114 1,161

デリバティブ評価損益（△は益） － 154

固定資産除売却損益（△は益） 32 175

売上債権の増減額（△は増加） △603 2,474

棚卸資産の増減額（△は増加） △701 △201

仕入債務の増減額（△は減少） 260 0

未払又は未収消費税等の増減額 1,069 △224

為替換算調整勘定取崩益 － △297

その他 751 774

小計 15,827 16,986

利息及び配当金の受取額 491 362

利息の支払額 △102 △199

法人税等の支払額 △3,008 △1,787

営業活動によるキャッシュ・フロー 13,207 15,361

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △14,516 △14,047

有形固定資産の売却による収入 89 22

無形固定資産の取得による支出 △281 △587

貸付けによる支出 △0 △2

貸付金の回収による収入 1 1

その他 △1 △21

投資活動によるキャッシュ・フロー △14,708 △14,634

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の返済による支出 △4,000 －

長期借入れによる収入 20,000 17,000

長期借入金の返済による支出 △7,391 △6,501

リース債務の返済による支出 △23 △23

自己株式の取得による支出 △3 △0

配当金の支払額 △1,757 △2,196

その他 △20 △1

財務活動によるキャッシュ・フロー 6,804 8,277

現金及び現金同等物に係る換算差額 1,876 △2,448

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 7,179 6,556

現金及び現金同等物の期首残高 39,192 49,604

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※ 46,372 ※ 56,161

（３）【中間連結キャッシュ・フロー計算書】
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

当中間連結会計期間より、ミツイ・ハイテック（ホンコン）リミテッドは、会社清算手続きにより2025年６月

において残余財産の分配が完了し、現地にて会社抹消登記手続きが開始され、清算結了が見込まれることとなっ

たため、連結の範囲から除外しております。

（会計方針の変更）

（「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用）

「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号2022年10月28日）、「包括利益の

表示に関する会計基準」（企業会計基準第25号2022年10月28日）及び「税効果会計に係る会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針第28号2022年10月28日）を、当中間連結会計期間の期首から適用しています。

これによる中間連結財務諸表への影響はありません。

（「グローバル・ミニマム課税制度に係る法人税等の会計処理及び開示に関する取扱い」等の適用）

「グローバル・ミニマム課税制度に係る法人税等の会計処理及び開示に関する取扱い」（実務対応報告第46

号2024年３月22日）を当中間連結会計期間の期首から適用しております。なお、当該実務対応報告第７項を

適用しているため、当中間連結財務諸表においては、グローバル・ミニマム課税制度に係る法人税等を計上

しておりません。

（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更）

（有形固定資産の減価償却方法の変更）

従来、当社グループは、有形固定資産の減価償却方法について、主として定率法（ただし、1998年４月１

日以降取得の建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物に

ついては、定額法）を採用しておりましたが、当中間連結会計期間より定額法に変更しております。

当社グループは、競争力強化や生産能力増強のための設備投資を推進するとともに、生産設備の汎用化を

進めており、今後は有形固定資産の安定的な使用による平準化された経済的便益の消費が見込まれるため、

定額法が経済実態をより適切に反映すると判断しております。

当該変更により、従来の方法に比べて、当中間連結会計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前中間

純利益はそれぞれ７億６千４百万円増加しております。

　前中間連結会計期間
（自  2024年２月１日

　　至  2024年７月31日）

　当中間連結会計期間
（自  2025年２月１日

　　至  2025年７月31日）

運搬費 1,715百万円 1,850百万円

給与・賞与 2,575 3,020

退職給付費用 91 95

役員株式給付引当金繰入額 △37 34

減価償却費 244 616

研究開発費 143 263

（中間連結損益計算書関係）

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

※２．特別利益に含まれる「為替換算調整勘定取崩益」は、ミツイ・ハイテック（ホンコン）リミテッドを連結

の範囲から除外したことに伴い、計上したものであります。

前中間連結会計期間
（自  2024年２月１日

至  2024年７月31日）

当中間連結会計期間
（自  2025年２月１日

至  2025年７月31日）

現金及び預金勘定 46,431百万円 49,426百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △59 △265

有価証券勘定に含まれる譲渡性預金 － 7,000

現金及び現金同等物 46,372 56,161

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係
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（決　議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2024年３月12日

取締役会
普通株式 1,757 48.0 2024年１月31日 2024年４月15日 利益剰余金

（決　議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2024年９月10日

取締役会
普通株式 1,024 28.0 2024年７月31日 2024年10月10日 利益剰余金

（決　議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2025年３月11日

取締役会
普通株式 2,196 12.0 2025年１月31日 2025年４月14日 利益剰余金

（決　議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2025年９月９日

取締役会
普通株式 1,098 6.0 2025年７月31日 2025年10月９日 利益剰余金

（株主資本等関係）

前中間連結会計期間（自　2024年２月１日　至　2024年７月31日）

１．配当金支払額

（注）2024年３月12日開催の取締役会の決議による配当金の総額には、株式給付信託（BBT）の信託財産として信託が保

有する当社株式に対する配当金２百万円が含まれております。

２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間末後となるもの

（注）１.2024年９月10日開催の取締役会の決議による配当金の総額には、株式給付信託（BBT）の信託財産として信託

が保有する当社株式に対する配当金１百万円が含まれております。

２.2024年８月１日付で普通株式１株につき５株の割合で株式分割を行っておりますが、「１株当たり配当額

（円）」については、当該株式分割前の金額を記載しております。

当中間連結会計期間（自　2025年２月１日　至　2025年７月31日）

１．配当金支払額

（注）2025年３月11日開催の取締役会の決議による配当金の総額には、株式給付信託（BBT）の信託財産として信託が保

有する当社株式に対する配当金３百万円が含まれております。

２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間末後となるもの

（注）2025年９月９日開催の取締役会の決議による配当金の総額には、株式給付信託（BBT）の信託財産として信託が保

有する当社株式に対する配当金１百万円が含まれております。
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（単位：百万円）

金型・
工作機械

電子部品 電機部品 合計
調整額
(注)１

中間連結損益
計算書計上額

(注)２

売上高

顧客との契約から生じる収益 2,080 28,107 73,781 103,969 － 103,969

外部顧客への売上高 2,080 28,107 73,781 103,969 － 103,969

セグメント間の内部売上高
又は振替高

3,056 － － 3,056 (3,056) －

計 5,137 28,107 73,781 107,025 (3,056) 103,969

セグメント利益 127 2,391 5,329 7,848 2 7,850

（単位：百万円）

金型・
工作機械

電子部品 電機部品 合計
調整額
(注)１

中間連結損益
計算書計上額

(注)２

売上高

顧客との契約から生じる収益 2,174 28,753 77,406 108,334 － 108,334

外部顧客への売上高 2,174 28,753 77,406 108,334 － 108,334

セグメント間の内部売上高
又は振替高

3,012 － － 3,012 (3,012) －

計 5,186 28,753 77,406 111,346 (3,012) 108,334

セグメント利益 51 1,578 5,325 6,955 (608) 6,347

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前中間連結会計期間（自　2024年２月１日　至　2024年７月31日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

（注）１．セグメント利益の調整額２百万円は、主にセグメント間取引消去における内部利益であります。

２．セグメント利益は、中間連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

当中間連結会計期間（自　2025年２月１日　至　2025年７月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

（注）１．セグメント利益の調整額△608百万円は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

２．セグメント利益は、中間連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

２．報告セグメントの変更等に関する事項

（有形固定資産の減価償却方法の変更）

（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更）に記載のとおり、当社グループは、

有形固定資産の減価償却方法について、主として定率法を採用しておりましたが、当中間連結会計期間よ

り定額法に変更しております。

当該変更により、従来の方法に比べて、当中間連結会計期間のセグメント利益は、「金型・工作機械」

で１億３千万円増加、「電子部品」で１億２千３百万円増加、「電機部品」で６億６千３百万円増加して

おります。

（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりでありま

す。
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前中間連結会計期間
（自　2024年２月１日

至　2024年７月31日）

当中間連結会計期間
（自　2025年２月１日

至　2025年７月31日）

１株当たり中間純利益 38円72銭 22円93銭

（算定上の基礎）

親会社株主に帰属する中間純利益 （百万円） 7,075 4,189

普通株主に帰属しない金額 （百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する

中間純利益
（百万円） 7,075 4,189

普通株式の期中平均株式数 （千株） 182,750 182,749

（１株当たり情報）

　１株当たり中間純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

（注）１．潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．株式給付信託（BBT）の信託財産として信託が保有する当社株式を、１株当たり中間純利益の算定上、期中平

均株式数の計算において控除する自己株式に含めております（前中間連結会計期間278千株、当中間連結会計

期間277千株）。

３．2024年８月１日付で普通株式１株につき５株の割合で株式分割を行っております。前連結会計年度の期首に

当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり中間純利益を算定しております。

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

２【その他】

（１）期末配当

2025年３月11日開催の取締役会において、次のとおり剰余金の配当を行うことを決議いたしました。

　期末配当による配当金の総額………………………2,196百万円

　１株当たりの金額……………………………………12円00銭

　支払請求の効力発生日及び支払開始日……………2025年４月14日

　（注）１．2025年１月31日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行いま

した。

２．配当金の総額には、株式給付信託（BBT）の信託財産として信託が保有する当社株式に対する配当金

３百万円が含まれております。

（２）中間配当

2025年９月９日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

　中間配当による配当金の総額………………………1,098百万円

　１株当たりの金額……………………………………６円00銭

　支払請求の効力発生日及び支払開始日……………2025年10月９日

　（注）１．2025年７月31日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行いま

す。

２．配当金の総額には、株式給付信託（BBT）の信託財産として信託が保有する当社株式に対する配当金

１百万円が含まれております。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書

2025年９月９日

株 式 会 社 三 井 ハ イ テ ッ ク

    取　　締　　役　　会　　　　御　　中

有限責任監査法人ト　ー　マ　ツ

     福　　岡　　事　　務　　所

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 上田　知範

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 吉田　一平

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社三井ハ

イテックの2025年２月１日から2026年１月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2025年２月１日から2025年７月

31日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結包括利益計算書、

中間連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について期中レビューを行った。

　当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る企業会計の基準に準拠して、株式会社三井ハイテック及び連結子会社の2025年７月31日現在の財政状態並びに同日をも

って終了する中間連結会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が全

ての重要な点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。期

中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載され

ている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される

規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たし

ている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

中間連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間連結財務諸表を作成し適

正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財務諸表を作成し適正に表示す

るために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成することが適切で

あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を

開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
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　（注）　１．上記は期中レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは期中レビューの対象には含まれておりません。

中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間連結財

務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー

手続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施され

る年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当

と認められる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付

ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において中間連結財

務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の注記事項が適切でない場

合は、中間連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期

中レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続で

きなくなる可能性がある。

・　中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して

いないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間連結財務諸表の表示、構

成及び内容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認め

られないかどうかを評価する。

・　中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査

人は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査人

の結論に対して責任を負う。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見事項に

ついて報告を行う。

　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻

害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上
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